
北陸新幹線（金沢・敦賀間）工程・事業費の概況

１．監査・検査等

・国土交通省による完成検査が実施され、１月２６日に国土交通省からJR西日本

への合格書の交付式が実施された。

・JR西日本による訓練運転が昨年１２月２９日から行われている。

２．事業費

・事業費総額は認可の範囲内である。

３．その他

・１月１日に発生した令和６年能登半島地震により、一部施設に軽微な被害※ が

あったものの、３月１６日の開業予定には影響しないことを確認した。

・２月１日～４日及び２月１５日～１８日に試乗会を開催する予定である。

※ 高架橋の排水樋の破損や高架下の舗装のひび割れ等

令和６年１月時点
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2023年（令和5年） 2024年（令和6年）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

北陸新幹線（金沢・敦賀間）完成・開業までのスケジュール

■工事しゅん功監査（機構実施）・設備検査（JR西日本実施）：
設備のできばえ、整備状態、各種基準との照合等について確認する。
●地上監査・検査 ： 実車走行前に行う鉄道施設の確認
●総合監査・総合検査 ： 実車を使用した試験

9/22～12/8
総合監査・検査
（実車走行試験）

12/29～3/15
訓練運転

4/26～7/21
地上監査・検査
（電車線部門）

6/12～9/15
地上監査・検査
（鉄道施設全般） 12/8 監査・検査完了

9/26 W7系電車初入線
（走行速度：最高110km/h）

9/23 East-i 初入線
走行速度：駅構内30km/h

駅 間45km/h

10/1 W7系電車
入線セレモニー

完成・開業までのスケジュール

※以下はＪＲ西日本主体で実施する項目
■完成検査 ： 国土交通省が鉄道事業者（ＪＲ西日本）に対して実施する検査

（変電所等の電気設備については、上記日程とは別に実施）
■訓練運転 ： ＪＲ西日本が乗務員習熟等のために実施する試運転

☆
3/16 

完成・開業

W7系電車走行状況

2/1～2/4
2/15～2/18

試乗会

12/20～12/26
国土交通省
完成検査
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北陸新幹線 金沢・敦賀間 事業費総額の状況 （R5.12月末時点）億円

（グラフイメージ）

一か月の間に契約された額が増加

契約見込減少、差額縮減

一か月間の支払・契約実績を反映し、前月からの変更を対比

前月今回

目標額 支払済額 契約済額 契約見込額 リスク対応額

支払済額（前月時点） 契約済額（前月時点） 契約見込額（前月時点） リスク対応額（前月時点）

認可額を割振ったものが目標額である。

支払済額、契約済額、契約見込額、リスク対応額の合計が目標額と同額であるため、

認可額の範囲内である。
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リスク管理表 

現在も継続して対応しているリスク及び令和 5年 10 月以降に発現したリスクを記載 
 ：前回までの報告内容 

※1 新型コロナへの対応については、R5.5.8 付で感染症法上の分類が「5 類」に引き下げられたことから、工程へのリスクが発現した場合の報告に変更。 

※2 総合監査・検査及び完成検査が終了しており、地震の影響による支障もなく３月１６日の開業に向けて予定通り事業が進捗している。 

また、上記のようなリスクが発現したが、総事業費は認可の範囲内である。 

 リスク 発現しているリスク 対応状況 

  

気象変化、自然災害、

他地域における自然災

害への対応 

1/1 に令和６年能登半島地震が発生 
・高架橋の排水樋の破損や高架下の舗装のひび割れ等の軽微な被害が確認されたが、 

3 月 16 日の開業予定には影響しないことを確認した。 

予期せぬ地質条件変化

への対応 
加賀トンネルの対策工実施箇所の経過観察 

・加賀トンネル盤ぶくれ対策について、トンネル全線で経過観察を実施している。 

・令和 3 年 11 月に計測を整理した結果、現時点では追加の対策は不要であり、軌道工事に

着手しても問題ないと判断した。 

・令和 3 年 10 月 29 日の計測時に、2 箇所で 1 ㎜未満の新規クラックが確認された。当該箇

所は、水準測量等の計測結果から現時点で明確な隆起が見られていないため、軌道工事を

継続することに影響はない。 

・経過観察で隆起傾向の連続性は確認されていないことから、令和 5 年 10 月 25 日に開催

された有識者からなるトンネル施工技術特別委員会にて追加対策工は不要との結論を得

た。 

物価上昇への対応 － － 

作業員・資機材不足へ

の対応 
－ － 

新型コロナへの対応 －    －（※1） 

法令変更への対応 － － 

関係機関への対応 － － 

施工計画変更への対応 － － 

労働災害に関する対応 － － 

公衆災害に関する対応 － － 

トラブルに関する対応 － － 

その他リスク要因とな

り得る懸念事項 
－ － 

※2 

工 

事 
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